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Ⅴ 用地 

１ 用地取得に関する事務 
（１）用地の取得 

公共事業を施行していく上で前提となるのが事業用地の取得であり、これを円滑に行ってい

く必要があります。 

このため、用地取得が困難となるケース等の諸問題解決に向け用地調整会議を開催し、問題

意識を共有することで早期解決を図っています。 

   さらに、災害復旧や緊急等を要するものについては、用地取得班により早期取得するととも

に、用地先行取得制度等、各種制度の活用や関係市町村との連携強化等により、事業用地の確

保に努めています。 

ア 各種制度の活用 

①用地先行取得制度 

通常は、事業実施年度に用地取得を行いますが、あらかじめ用地を確保しておく必要が

ある場合に、総務部財産活用課所管の福岡県土地開発基金により先行取得をすることがで

きます。 

②用地事務委託 

一定の要件の下、市町村等へ用地事務を委託することで、用地取得が円滑に進むと判断

される場合、協力依頼を行います。 

イ 市町村との連携 

用地取得に当たっては、補償以外のことでも種々の条件整備が必要です。市町村の協力に

よってそれが容易となり、交渉が円滑に進むことがありますので、市町村との連携強化に努

めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

51



（２）用地対策連絡会活動 

公共事業の円滑な推進を図ることを目的として、用地対策連絡会が設けられ、本県県土整備

部（用地課）もその一員として活動しています。 

〈組織及び活動〉 

ア 中央用地対策連絡協議会 事務局：国土交通省土地・建設産業局地価調査課公共用地室 

用地補償に関する調査・研究等が行われています。 

イ 用地対策連絡会全国協議会 事務局：関東地方整備局用地部 

関係省庁に対する用地補償に係る制度改善要望等を行っています。 

ウ 全国各地区用地対策連絡会 事務局：各地方整備局用地部等 

全国１０地区に設けられており、本県県土整備部は九州地区用地対策連絡会に所属して

います。 

① 会員   国（九州地方整備局、九州農政局等）、九州各県・市町村、 

九州電力（株）、九州旅客鉄道（株）等 

② 活動内容 ａ 損失補償基準標準書の監修 

            ｂ 損失補償基準等に関する調査・研究 

            ｃ 機関誌の発行 

            ｄ 用地職員研修 等 

 

（３）事業別用地取得実績（令和３年度） 

（単位：㎡、千円） 

事 業 区 分 取 得 面 積 用 地 補 償 費 

道  路  事  業 １８７，１８７ ９，１２１，１０１ 

河  川  事  業 ８８，２７６ ２，２１９，５６８ 

砂  防  事  業 ２９１，０２４ ８６４，１３０ 

急傾斜地崩壊防止事業 ２１，３１７ ４６，７０１ 

海 岸 事 業 ０ ９，３５６ 

港 湾 事 業 ０ ０ 

河川総合開発事業 ０ ０ 

街  路  事  業 ２６，４３３ ４，９９８，４４４ 

公  園  事  業 ５６，４２６ １８３，０４９ 

下 水 道 事 業 ０ １，２７９ 

そ の 他 ０ ０ 

合   計 ６７０，６６３ １７，４４３，６２８ 
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用地取得実績の推移 ①  

                      （単位：筆、千㎡） 

年  度 29 年度 30 年度 31～1 年度 2 年度 3 年度 

取得筆数 1,465 2,164 2,794 2,706 3,223 

面  積 416 639 630 708 671 

 

 

 

用地取得実績の推移 ②  

（単位：百万円）      

年 度 29 年度 30 年度 31～1 年度 2 年度 3 年度 

用地費 3,679 3,159 3,801 4,697 4,668 

補償費 11,075 8,159 10,852 12,209 12,775 

合 計 14,754 11,318 14,653 16,906 17,443 
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2 土地収用法に関する事務 
   憲法は、第２９条第１項において、「財産権は、これを侵してはならない」と規定し、私有

財産制を保障する一方、同条第３項では、「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のた

めに用いることができる」と規定しています。これを受け、「公共の利益の増進と私有財産と

の調整」を図り、もって国土の適正かつ合理的な利用に寄与することを目的として制定された

のが土地収用法です。 

   土地収用法は、公共の利益となる特定の事業に必要な土地等を収用し、又は使用するための

手続や損失の補償等について詳細に規定しており、国土交通大臣又は都道府県知事による事業

認定制度と収用委員会による裁決制度の２つを柱として構成されています。 

（１）事業認定制度 

    事業の認定は、申請に係る事業が土地等を強制的に収用してまで施行するだけの公益性を

有する事業であるかどうかについて判断したうえで、起業者に収用又は使用し得る地位を付

与する行政処分です。 

（２）裁決制度 

    事業の認定を受けた事業に必要な土地等の取得に関して、権利者が事業自体に反対である

とか、補償金額に不満があるとき、境界争い等のため土地所有者を確定できないときなど、

起業者と土地所有者・関係人との間で円満に解決できない場合には、起業者は、収用委員会

に収用裁決の申請をして、土地等を取得することができます。 

（３）収用委員会 

    収用委員会は、土地収用法に基づいて各都道府県に設置されている行政委員会です。知事

から独立して、公正・中立な立場で、起業者、土地所有者・関係人の出席のもとに審理や調

査などを行い、収用する土地の範囲、権利者、損失の補償額、収用の時期等について、裁決

という形で最終的な判断を下します。 

    なお、本県収用委員会の事務については、用地課収用係で担当しています。 
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「土地収用法」関係事務処理状況 

        

    年度 
H29 H30 H31～R1 R2 R3 

区分   

 

事
業
認
定 

 

大    臣    認    定 2 1 0 0 1 

知    事    認    定 4 2 3 5 1 

合                 計 6 3 3 5 2 

裁 
 

 

決 

申 

請 

前年度から繰越し 6 3 7 4 2 

裁   決   申   請 1 9 4 1 2 

合             計 7 12 11 5 4 

処 

理 

裁   決   件   数 4 3 2 2 2 

和   解   件   数 0 0 0 0 0 

取     下     げ 0 2 5 1 0 

翌年度への繰越し 3 7 4 2 2 

（注）上記区分の「裁決」は土地収用法第３９条第１項の申請に係るものです。 

 

55



 

 

３ 公有地の拡大の推進に関する法律に係る事務 
  地方公共団体による公有地の拡大の計画的な推進を図ることにより、地域の秩序ある整備と公

共の福祉の増進に資するため、次の事務を所管しています。 

 

（１）同法第 4 条の届出に係る事務 

都市計画施設の区域内及び都市計画区域内の一定規模以上の土地（道路、都市公園予定地等

の区域内 200 ㎡以上、市街化区域 5,000 ㎡以上、市街化調整区域を除くその他の区域 10,000

㎡以上）を所有する者が、当該土地を有償譲渡する場合の届出に係る事務です。 

本事務は、当該土地の取得を必要とする地方公共団体等に、民間の取引に先立ち優先して交

渉権を与える先買い制度に係るものです。 

（２）同法第５条の申出に係る事務 

都市計画施設の区域内及び都市計画区域内の一定面積以上の土地を所有する者が、地方公共

団体等に買取りを希望する場合の申出に係る事務です。 

 

  なお、市の区域内の土地については、平成 24 年 4 月から、届出・申出に係る事務は市長の権

限に属することとなっており、町の区域内の土地については、平成 23 年 4 月をもって、届出・

申出に係る知事の権限に属する事務の一部を町に移譲しております。このため、届出等に係る通

知は、当該市町の長により行われます。 

    

 

４ 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に係る事務 
  社会経済情勢の変化に伴い所有者不明土地が増加していることに鑑み、所有者不明土地の利用

の円滑化に資するため、次の事務を所管しています。 

 

（１）地域福利増進事業に係る裁定に関する事務 

特定所有者不明土地（所有者不明土地のうち、現に建築物（物置等の簡易な建築物を除く。）

が存せず、かつ、業務の用その他の特別の用途に供されていない土地）について、地域住民等

の共同の福祉又は利便の増進に資する事業に限り、知事の裁定により、最長 10 年（延長可）

の使用権を設定するものです。 

（２）土地収用法の特例に係る裁定に関する事務 

特定所有者不明土地の収用において、収用委員会の裁決を不要とし、知事の裁定とすること

等により手続を簡略化するものです。 
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